
　

第10回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第10期（2015年４月１日～2016年３月31日）
① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表

　

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規
定 に 基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
(http://www.jp-life.japanpost.jp/) に掲載することにより、株主の皆さまに
提供しているものであります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 09時57分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 1 ―

連結注記表
（連結計算書類の作成方針）
　１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結される子会社数 １社
連結される子会社の名称 かんぽシステムソリューションズ株式会社

　２．連結される子会社の事業年度等に関する事項
連結される子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

（連結貸借対照表の注記）
　１．会計方針に関する事項

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信
託において信託財産として運用している有価証券を含む。）の評価は、次のとおりであ
ります。
① 満期保有目的の債券
移動平均法による償却原価法（定額法）

② 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基
づく責任準備金対応債券をいう。）
移動平均法による償却原価法（定額法）

③ その他有価証券
（ⅰ）時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等（株式については連結会計年度末日以前１カ月
の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）

（ⅱ）時価を把握することが極めて困難と認められるもの
（イ）取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。）

移動平均法による償却原価法（定額法）
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（ロ）上記以外の有価証券
移動平均法による原価法

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお
ります。

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

　
（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く。）
有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
（ⅰ）建物

２年～60年
（ⅱ）その他の有形固定資産

２年～20年
② 無形固定資産（リース資産を除く。）
無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間

（概ね５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（４）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償
却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能
額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当
該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい
て上記の引当を行っております。
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なお、破綻先（破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債
務者をいう。）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。）に対
する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は211百万円であります。

　
（５）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14
年）による定額法により費用処理しております。

（６）価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。
　
（７）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。

　
（８）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に従
い、外貨建債券の一部に対する為替リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッ
ジ、貸付金の一部に対するキャッシュ・フロー・ヘッジとして金利スワップの特例処
理及び繰延ヘッジを行っております。
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② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ⅰ）ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債券
（ⅱ）ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…貸付金
③ ヘッジ方針
外貨建債券に対する為替リスク及び貸付金に対する金利リスクを一定の範囲内でヘ
ッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があること
が明らかである為替予約、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の
評価を省略しております。

（９）責任準備金の積立方法
責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につい
ては次の方式により計算しております。
① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省
告示第48号）
② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

なお、2010年度より、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以下「管理機
構」という。）からの受再保険の一部を対象に、保険業法施行規則第69条第５項の規定に
より責任準備金を10年間にわたり追加して積み立てることとしております。これに伴い、
当連結会計年度に積み立てた額は179,558百万円であります。

（10）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（11）連結納税制度の適用
日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しておりましたが、当社は
2015年11月４日の株式上場により、日本郵政株式会社の100％子会社ではなくなった
ため、日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税グループから離脱しております。
　

　２．会計方針の変更
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸
表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)及び「事業分離等に関す
る会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日)等を、当連結会計年度から適用し、
当期純利益等の表示の変更を行っております。

　３．表示方法の変更
（連結貸借対照表）
前連結会計年度において、「その他負債」に含めておりました「債券貸借取引受入担保
金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしておりま
す。
　

　４．未適用の会計基準等
・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28
年３月28日）
　
（１）概要
繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税
金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分
類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、
以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。
①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件
③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関す
る取扱い

④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見
積可能期間に関する取扱い
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⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場
合の取扱い

　
（２）適用予定日

2017年３月期の期首より適用予定であります。
　

（３）当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。

　５．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項
（１）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社の資産運用につきましては、健全経営を維持し、保険金等の支払を確実に行う
ため、負債の特性を踏まえ、円金利資産により資産と負債のキャッシュ・フロー・マ
ッチングを推進しております。また、リスク管理態勢の強化に努めつつ、収益向上の
観点から、許容可能な範囲で国債に比べて相対的に高い利回りが期待できる地方債及
び社債等の円貨建資産並びに外国債及び株式等のリスク性資産への運用にも取り組ん
でおります。
なお、当社では、デリバティブ取引を運用に関する資産の為替・金利リスクに対す
る主要なヘッジ手段として位置付けており、ヘッジ目的の利用に限定し、投機目的に
は利用しないこととしております。

　
② 金融商品の内容及びそのリスク
当社が保有する金融資産は、主に有価証券及び貸付金であり、ＡＬＭの考え方に基
づき運用を行っております。これらのうち、有価証券については、発行体の信用リス
ク、価格変動リスク及び金利リスクに晒されております。有価証券のうち外貨建債券
については、為替リスクにも晒されております。また、変動金利の貸付金を保有して
おり、金利リスクに晒されております。
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当社が利用対象としている主要なデリバティブ取引には、為替予約取引及び金利ス
ワップ取引があります。当社ではこれらを為替・金利リスクに対する主要なヘッジ手
段と位置付けており、ヘッジ目的の利用に限定し、投機目的には利用しないこととし
ております。そのため、デリバティブ取引のもつ市場関連リスクは減殺され、限定的
なものとなっております。

　
③ 金融商品に係るリスク管理体制
（ⅰ）市場リスクの管理

市場リスクは、金利、為替、株価等の様々な市場のリスク・ファクターの変動
により、保有する資産及び負債（オフ・バランス資産を含む。）の価値が変動し
損失を被るリスクであり、金利リスク及び価格変動リスクに区分しております。
金利リスクは、円金利資産と保険負債の金利又は期間のミスマッチが存在してい
る中で円金利が変動することにより、円金利資産及び保険負債の価値が減少し、
会社の価値が毀損するリスクであります。価格変動リスクは、金利リスク以外の
市場リスクであります。また、金利リスク及び価格変動リスク（価格変動リスク
は、信用リスク及び不動産投資リスクと合算の上区分を設定しております。）に
ついては、リスク量を管理するための基準値を設定し、それぞれのリスク量が基
準値を超過しないように管理しております。
なお、市場リスク量、信用リスク量及び不動産投資リスク量については、リス
ク管理統括部においてＶａＲにより計測し、管理の状況を定期的にリスク管理委
員会に報告しております。
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（ⅱ）信用リスクの管理
信用リスクは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランス
資産を含む。）の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクであります。
与信先の管理については、信用リスクの高い与信先への投融資を抑制するた
め、社内の信用格付に基づく与信適格基準を定めて管理しております。また、特
定の与信先、グループ及び業種に与信が集中するリスクを抑制するため、信用格
付に応じた与信管理基準額や業種別の与信シェアの基準を設けて管理しておりま
す。
なお、与信先の管理の状況については、定期的にリスク管理委員会に報告して
おります。

　
④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。
また、「（５）デリバティブ取引に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する
契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもの
ではありません。
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（２）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

①現金及び預貯金 1,862,636 1,862,636 －
　うち、その他有価証券（譲渡性預金） 630,000 630,000 －
②コールローン 360,000 360,000 －
③債券貸借取引支払保証金 3,008,591 3,008,591 －
④買入金銭債権 430,150 430,150 －
　その他有価証券 430,150 430,150 －
⑤金銭の信託（※１） 1,644,547 1,644,547 －
⑥有価証券 63,609,906 72,621,736 9,011,830
　満期保有目的の債券 42,239,821 49,752,914 7,513,092
　責任準備金対応債券 13,563,423 15,062,160 1,498,737
　その他有価証券 7,806,661 7,806,661 －
⑦貸付金 8,978,366 9,844,960 866,593
　保険約款貸付 95,629 95,629 －
　一般貸付（※２） 829,027 909,184 80,228
　機構貸付（※２） 8,053,780 8,840,145 786,365
　貸倒引当金（※３） △71 － －

資産計 79,894,197 89,772,621 9,878,423
債券貸借取引受入担保金 3,648,478 3,648,478 －

負債計 3,648,478 3,648,478 －
デリバティブ取引（※４）
　ヘッジ会計が適用されていないもの － － －
　ヘッジ会計が適用されているもの 4,841 4,841 －

デリバティブ取引計 4,841 4,841 －
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（※１）運用目的、満期保有目的及び責任準備金対応以外の金銭の信託であります。
（※２）差額欄は、貸倒引当金を控除した連結貸借対照表計上額と、時価との差額を記載しておりま

す。
（※３）貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。
（※４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で示しております。
　
（注１）金融商品の時価の算定方法

資 産
① 現金及び預貯金
　預貯金（譲渡性預金を含む。）は、預入期間が短期（１年以内）であるため、時価は
帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
② コールローン、及び③ 債券貸借取引支払保証金
　短期（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額を時価としております。
④ 買入金銭債権
　「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に基づく有価証券として取り
扱う買入金銭債権は、「⑥ 有価証券」と同様の評価によっております。
⑤ 金銭の信託
　株式は取引所等の価格によっており、投資信託は基準価格等によっております。
　保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（４）金銭の信託に関する
事項」に記載しております。
⑥ 有価証券
　債券は主として日本証券業協会が公表する売買参考統計値等、業界団体等が公表する
価格や取引金融機関から提示された価格等によっており、投資信託は基準価格等によっ
ております。
　保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（３）有価証券に関する事
項」に記載しております。
⑦ 貸付金
　保険約款貸付及び機構貸付に含まれる簡易生命保険契約に係る保険約款貸付の時価に
ついては、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性、平均貸付期間が短期であ
ること及び金利条件から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該
帳簿価額によっております。
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　一般貸付における変動金利貸付の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金
利が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されることか
ら、当該帳簿価額によっております。
　一般貸付における固定金利貸付及び機構貸付（保険約款貸付を除く。）の時価につい
ては、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。

負 債
債券貸借取引受入担保金
　短期（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引については、「（５）デリバティブ取引に関する事項」に記載しておりま
す。
　なお、金利スワップの特例処理については、ヘッジ対象である一般貸付と一体として処理
されているため、当該一般貸付の時価に含めて記載しております。
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（注２）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

預貯金 1,860,505 － － －
コールローン 360,000 － － －
債券貸借取引支払保証金 3,008,591 － － －
買入金銭債権 400,000 － － 26,954
有価証券 5,205,611 16,339,212 11,745,308 29,070,778
　満期保有目的の債券 3,147,005 8,513,143 5,789,782 24,218,660
　 公社債 3,147,005 8,415,143 5,789,782 24,218,660
　 国債 1,976,100 3,730,300 2,151,700 22,816,000
　 地方債 667,693 3,664,247 2,738,211 967,710
　 社債 503,212 1,020,596 899,871 434,950
　 外国証券 － 98,000 － －
　責任準備金対応債券 1,425,492 5,042,705 3,309,736 3,696,200
　 公社債 1,425,492 5,042,705 3,309,736 3,696,200
　 国債 1,417,700 4,874,800 2,937,400 3,598,100
　 地方債 7,792 129,894 306,338 70,300
　 社債 － 38,011 65,998 27,800
その他有価証券のうち
満期があるもの 633,113 2,783,363 2,645,789 1,155,918

　 公社債 633,113 2,198,493 674,645 485,631
　 国債 3,700 20,000 － －
　 地方債 181,946 506,560 145,435 －
　 社債 447,467 1,671,932 529,210 485,631
　 外国証券 － 584,870 1,971,143 670,286
貸付金 1,571,189 3,206,595 2,689,155 1,511,687

合計 12,405,898 19,545,807 14,434,463 30,609,420
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（注３）債券貸借取引受入担保金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

債券貸借取引受入担保金 3,648,478 － － － － －

（３）有価証券に関する事項
① 満期保有目的の債券

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
　公社債 42,141,421 49,650,127 7,508,706
　 国債 31,240,749 38,024,234 6,783,484
　 地方債 8,043,348 8,573,320 529,971
　 社債 2,857,322 3,052,573 195,250
　外国証券 98,000 102,387 4,387
　その他 － － －

小計 42,239,421 49,752,514 7,513,093
時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの
　公社債 400 399 △0
　 国債 － － －
　 地方債 400 399 △0
　 社債 － － －
　外国証券 － － －
　その他 － － －

小計 400 399 △0
合計 42,239,821 49,752,914 7,513,092

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 09時57分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 14 ―

② 責任準備金対応債券
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの
　公社債 13,563,423 15,062,160 1,498,737
　 国債 12,913,582 14,367,701 1,454,119
　 地方債 517,065 551,080 34,015
　 社債 132,776 143,378 10,602
　外国証券 － － －
　その他 － － －

小計 13,563,423 15,062,160 1,498,737
時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの
　公社債 － － －
　 国債 － － －
　 地方債 － － －
　 社債 － － －
　外国証券 － － －
　その他 － － －

小計 － － －
合計 13,563,423 15,062,160 1,498,737
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③ その他有価証券
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの
　株式 － － －
　公社債 3,764,417 3,660,820 103,597
　 国債 24,299 23,713 585
　 地方債 659,349 657,098 2,251
　 社債 3,080,768 2,980,008 100,759
　外国証券 2,922,017 2,602,654 319,363
　 外国公社債 2,922,017 2,602,654 319,363
その他（※） 105,300 101,954 3,345

小計 6,791,735 6,365,429 426,306
連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの
　株式 － － －
　公社債 351,377 352,130 △752
　 国債 － － －
　 地方債 185,330 185,625 △295
　 社債 166,046 166,504 △457
　外国証券 668,804 696,717 △27,912
　 外国公社債 668,804 696,717 △27,912
　その他（※） 1,054,894 1,054,999 △105

小計 2,075,076 2,103,847 △28,770
合計 8,866,811 8,469,276 397,535

　

（※）「その他」には、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号)に基づく有価証券とし
て取り扱うものを含めております。
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④ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

公社債 4,705 8 －
　社債 4,705 8 －
外国証券 276,241 1,233 1,592

合計 280,946 1,241 1,592
　

（４）金銭の信託に関する事項
運用目的、満期保有目的及び責任準備金対応以外の金銭の信託

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

うち連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えるもの

うち連結貸借対照表
計上額が取得原価を
超えないもの

1,644,547 1,480,555 163,992 231,857 67,865
　

（※）16,748百万円の減損処理を行っております。
なお、金銭の信託において信託財産として運用している株式の減損については、連結会計年
度末日以前１カ月の市場価格等の平均値が取得原価と比べて30％以上下落したものを対象とし
ております。
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（５）デリバティブ取引に関する事項
① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
（ⅰ）通貨関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

時価ヘッジ

為替予約取引

外貨建債券
　売建
　 米ドル 392,081 － 5,408
　 ユーロ 1,301,602 － △764

合計 1,693,683 － 4,644
　

（※）時価の算定方法
連結会計年度末日の先物相場に基づき算定しております。

（ⅱ）金利関連

ヘッジ会計
の方法 取引の種類 主なヘッジ

対象
契約額等
（百万円）

うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的
処理方法

金利スワップ取引
貸付金

　受取固定・支払変動 13,750 13,750 197
金利

スワップの
特例処理

金利スワップ取引
貸付金

　受取固定・支払変動 65,500 46,050 （※２）
合計 － － 197

　

（※１）時価の算定方法
割引現在価値により算定しております。

（※２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として
処理されているため、その時価は、当該貸付金の時価に含めて記載しております。
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６．責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額及び時価並びにリスク管理方針の概要
は、次のとおりであります。
（１）責任準備金対応債券の連結貸借対照表計上額は13,563,423百万円、時価は
15,062,160百万円であります。

（２）責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。
資産・負債の金利リスクを管理するために、保険契約の特性に応じて以下に掲げる小
区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションを一定幅
の中で一致させる運用方針を採っております。また、各小区分の責任準備金対応債券と
責任準備金のデュレーションについては、定期的に確認しております。
① 簡易生命保険契約商品区分
② かんぽ生命保険契約（一般）商品区分
③ かんぽ生命保険契約（一時払年金）商品区分

７．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の連結貸借対照表計上額は2,980,599百万円
であります。

８．貸付金には、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当す
るものはありません。
なお、それぞれの定義は、以下のとおりであります。
破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸付金（貸付償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸付金以外の貸付金であります。
３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日を起算日として３
カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
もので、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。
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９．有形固定資産の減価償却累計額は63,882百万円であります。

10．繰延税金資産の総額は906,439百万円、繰延税金負債の総額は186,724百万円でありま
す。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は7,582百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金640,360百万円、価格変動準備金
157,340百万円、支払備金45,603百万円、退職給付に係る負債17,078百万円及びその他
有価証券評価差額金27,048百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金183,164百万円で
あります。

11．当連結会計年度における法定実効税率は28.85％であり、法定実効税率と税効果会計適用
後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳は、税率変更による期末繰延税金資産の減
額修正15.91％であります。

12.「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が
2016年３月29日に国会で成立したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税
金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の28.85％から、回収又は支払が
見込まれる期間が2016年４月１日から2018年３月31日までのものは28.24％、2018年４
月１日以降のものについては28.00％に変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が21,101百万円
減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が25,780百万円、その他有価証券評
価差額金が4,617百万円それぞれ増加しております。

13．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。
イ．当連結会計年度期首現在高 2,074,919百万円
ロ．当連結会計年度契約者配当金支払額 316,246百万円
ハ．利息による増加等 132百万円
ニ．年金買増しによる減少 315百万円
ホ．契約者配当準備金繰入額 178,004百万円
へ．当連結会計年度末現在高 1,936,494百万円
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14．担保に供している資産は、次のとおりであります。
有価証券 2,980,599百万円
担保付き債務の額は、次のとおりであります。
債券貸借取引受入担保金 3,648,478百万円
なお、上記有価証券は、すべて現金担保付有価証券貸借取引により差し入れたものであり
ます。
　
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、次のものを差し入れております。
有価証券 　 3,940百万円

15．保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険
を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は314百万円で
あり、同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下
「出再責任準備金」という。）の金額は558百万円であります。

16．１株当たりの純資産額は3,138円30銭であります。
　なお、当社は、2015年８月１日付で普通株式１株につき30株の割合で株式分割を行って
おります。
　当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額を算定し
ております。

17．売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で
借り入れている有価証券及び為替決済等の取引の担保として受け入れている有価証券であ
り、当連結会計年度末に当該処分を行わず所有しているものの時価は3,015,817百万円であ
ります。

18．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末にお
ける当社の今後の負担見積額は26,866百万円であります。
なお、当該負担金は、拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。
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19．退職給付に関する事項は次のとおりです。
（１）採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を採用してお
ります。
また、当社は、2015年10月１日より、共済年金の職域部分廃止後の新たな年金とし
て導入された、「国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公務員退職
手当法等の一部を改正する法律」（平成24年法律第96号）に基づく退職等年金給付の制
度に加入しており、当社の要拠出額は、当連結会計年度200百万円であります。

（２）確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 58,356百万円
　勤務費用 3,901百万円
　利息費用 404百万円
　数理計算上の差異の発生額 294百万円
　退職給付の支払額 △2,642百万円
　簡便法から原則法への変更に伴う増加額 384百万円
　その他 103百万円
退職給付債務の期末残高 60,803百万円

　

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整
表

非積立型制度の退職給付債務 60,803百万円
連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債 60,803百万円
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③ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 3,901百万円
利息費用 404百万円
数理計算上の差異の費用処理額 △280百万円
過去勤務費用の費用処理額 △369百万円
簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 384百万円
その他 68百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 4,108百万円

　
④ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり
ます。

過去勤務費用 △369百万円
数理計算上の差異 △575百万円
合計 △944百万円

　
⑤ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりで
あります。

未認識過去勤務費用 4,774百万円
未認識数理計算上の差異 2,201百万円
合計 6,975百万円

　
⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎は次のとおりであります。
割引率 0.3～0.7％
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20．管理機構からの受再保険に係る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該再保険に関す
る再保険契約により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成17年法律第
101号）による簡易生命保険責任準備金の算出方法書に基づき算出された額を下回らないよ
う、当社の保険料及び責任準備金の算出方法書に基づき算出された額46,712,164百万円を
積み立てております。
　また、受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金2,011,685百万円、価格変動準備金
635,806百万円を積み立てております。

　
21．連結貸借対照表に計上した「その他負債」には「機構預り金」53,792百万円が含まれて
おります。「機構預り金」とは、管理機構との簡易生命保険管理業務の委託契約に基づき、
民営化時に預託された管理機構における支払備金、訴訟及び調停に係る損害賠償損失引当金
に相当する額であり、当連結会計年度末までに支払い等が行われていない額であります。
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（連結損益計算書の注記）
１．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は28百万円、責任
準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は243百万円でありま
す。

　
２．１株当たりの当期純利益は141円50銭であります。
なお、当社は、2015年８月１日付で普通株式１株につき30株の割合で株式分割を行って
おります。
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額を
算定しております。

　
３．保険料等収入には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険料が
1,322,308百万円含まれております。

　
４．保険金には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険金が7,518,791百
万円含まれております。

　
５．管理機構からの受再保険に関する再保険契約により、受再保険に係る区分で発生した損益
等に基づき、管理機構のため契約者配当準備金へ170,458百万円を繰り入れております。
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（連結株主資本等変動計算書の注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度期首

株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
　普通株式 20,000 580,000 － 600,000
自己株式
　普通株式 － － － －

　

（※１）当社は、2015年８月１日付で株式の分割を行い、当社普通株式１株を30株に分割しておりま
す。

（※２）普通株式の発行済株式の株式数の増加580,000千株は、株式の分割によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

　
３．配当に関する事項
（１）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2015年５月13日
取締役会 普通株式 24,527 1,226.38 2015年３月31日 2015年５月14日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2016年５月13日
取締役会 普通株式 33,600 利益剰余金 56.00 2016年３月31日 2016年６月23日
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個別注記表
（貸借対照表の注記）
１．会計方針に関する事項
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信
託において信託財産として運用している有価証券を含む。）の評価は、次のとおりであ
ります。
① 満期保有目的の債券
移動平均法による償却原価法（定額法）

② 責任準備金対応債券（「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基
づく責任準備金対応債券をいう。）
移動平均法による償却原価法（定額法）

③ 子会社株式及び関連会社株式（保険業法第２条第12項に規定する子会社及び保険
業法施行令第13条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたもの及
び関連法人等が発行する株式をいう。）
移動平均法による原価法

④ その他有価証券
（ⅰ）時価のあるもの

期末日の市場価格等（株式については期末日以前１カ月の市場価格等の平均）
に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）

（ⅱ）時価を把握することが極めて困難と認められるもの
（イ）取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む。）

移動平均法による償却原価法（定額法）
（ロ）上記以外の有価証券

移動平均法による原価法
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお
ります。
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（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。

　
（３）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く。）
有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
（ⅰ）建物

２年～60年
（ⅱ）その他の有形固定資産

２年～20年
② 無形固定資産（リース資産を除く。）
無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、利用可能期間

（概ね５年）に基づく定額法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
（４）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償
却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に見積もった回収不能
額を計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当
該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づい
て上記の引当を行っております。
なお、破綻先（破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債
務者をいう。）及び実質破綻先（実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。）に対
する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は211百万円であります。
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② 退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
の見込額に基づき、計上しております。
（ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

（ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により費用処理しております。

（５）価格変動準備金の計上方法
価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

　
（６）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

（７）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に従
い、外貨建債券の一部に対する為替リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッ
ジ、貸付金の一部に対するキャッシュ・フロー・ヘッジとして金利スワップの特例処
理及び繰延ヘッジを行っております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
（ⅰ）ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債券
（ⅱ）ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…貸付金
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③ ヘッジ方針
外貨建債券に対する為替リスク及び貸付金に対する金利リスクを一定の範囲内でヘ
ッジしております。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評
価しております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に高い相関関係があること
が明らかである為替予約、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の
評価を省略しております。

（８）責任準備金の積立方法
責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につい
ては次の方式により計算しております。
① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵
省告示第48号）
② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

　
なお、2010年度より、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（以下「管理
機構」という。）からの受再保険の一部を対象に、保険業法施行規則第69条第５項の規
定により責任準備金を10年間にわたり追加して積み立てることとしております。これ
に伴い、当期に積み立てた額は、179,558百万円であります。

（９）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法
は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

（10）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（11）連結納税制度の適用
日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税制度を適用しておりましたが、当社は
2015年11月４日の株式上場により、日本郵政株式会社の100％子会社ではなくなった
ため、日本郵政株式会社を連結親法人とする連結納税グループから離脱しております。

２．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額及び時価並びにリスク管理方針の概要は、次
のとおりであります。
（１）責任準備金対応債券の貸借対照表計上額は13,563,423百万円、時価は15,062,160
百万円であります。

（２）責任準備金対応債券に係るリスク管理方針の概要は、次のとおりであります。
資産・負債の金利リスクを管理するために、保険契約の特性に応じて以下に掲げる小
区分を設定し、各小区分の責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションを一定幅
の中で一致させる運用方針を採っております。また、各小区分の責任準備金対応債券と
責任準備金のデュレーションについては、定期的に確認しております。
① 簡易生命保険契約商品区分
② かんぽ生命保険契約（一般）商品区分
③ かんぽ生命保険契約（一時払年金）商品区分

３．消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は2,980,599百万円であ
ります。

４．貸付金には、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当す
るものはありません。
なお、それぞれの定義は、以下のとおりであります。
破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸付金（貸付償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸付金以外の貸付金であります。
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３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日を起算日として３
カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
もので、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。

５．有形固定資産の減価償却累計額は63,808百万円であります。

６．関係会社に対する金銭債権の総額は601百万円、金銭債務の総額は20,501百万円であり
ます。

７．繰延税金資産の総額は906,920百万円、繰延税金負債の総額は186,724百万円でありま
す。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は7,580百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金640,360百万円、価格変動準備金
157,340百万円、支払備金45,603百万円、退職給付引当金18,693百万円及びその他有価
証券評価差額金27,048百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金183,164百万円で
あります。

８．当期における法定実効税率は28.85％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との間の差異の主要な内訳は、税率変更による期末繰延税金資産の減額修正
15.74％であります。

　
９．「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が
2016年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負
債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の28.85％から、回収又は支払が見込まれ
る期間が2016年４月１日から2018年３月31日までのものは28.24％、2018年４月１日以
降のものについては28.00％に変更されております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 09時57分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 32 ―

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が21,125百万円
減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が25,745百万円、その他有価証券評価差
額金が4,617百万円それぞれ増加しております。

　
10．契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。

イ．当期首現在高 2,074,919百万円
ロ．当期契約者配当金支払額 316,246百万円
ハ．利息による増加等 132百万円
ニ．年金買増しによる減少 315百万円
ホ．契約者配当準備金繰入額 178,004百万円
へ．当期末現在高 1,936,494百万円

11．関係会社の株式は984百万円であります。

12．担保に供している資産は、次のとおりであります。
有価証券 2,980,599百万円
担保付き債務の額は、次のとおりであります。
債券貸借取引受入担保金 3,648,478百万円
なお、上記有価証券は、すべて現金担保付有価証券貸借取引により差し入れたものであり
ます。

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、次のものを差し入れております。
有価証券 3,940百万円

13．保険業法施行規則第73条第３項において準用する同規則第71条第１項に規定する再保険
を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は314百万円で
あり、同規則第71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下
「出再責任準備金」という。）の金額は558百万円であります。
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14．１株当たりの純資産額は3,130円75銭であります。
　なお、当社は、2015年８月１日付で普通株式１株につき30株の割合で株式分割を行って
おります。
　当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額を算定してお
ります。

15．売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で
借り入れている有価証券及び為替決済等の取引の担保として受け入れている有価証券であ
り、当期末に当該処分を行わず所有しているものの時価は3,015,817百万円であります。

16．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の
今後の負担見積額は26,866百万円であります。
なお、当該負担金は、拠出した年度の事業費として処理しております。

17．管理機構からの受再保険に係る責任準備金（危険準備金を除く。）は、当該再保険に関す
る再保険契約により、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法（平成17年法律第
101号）による簡易生命保険責任準備金の算出方法書に基づき算出された額を下回らないよ
う、当社の保険料及び責任準備金の算出方法書に基づき算出された額46,712,164百万円を
積み立てております。
また、受再保険に係る区分を源泉とする危険準備金2,011,685百万円、価格変動準備金
635,806百万円を積み立てております。

18．貸借対照表に計上した「機構預り金」とは、管理機構との簡易生命保険管理業務の委託契
約に基づき、民営化時に預託された管理機構における支払備金、訴訟及び調停に係る損害賠
償損失引当金に相当する額であり、当期末までに支払い等が行われていない額であります。
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（損益計算書の注記）
１．関係会社との取引による収益の総額は197百万円、費用の総額は12,657百万円でありま
す。

　
２．有価証券売却益の内訳は、国債等債券８百万円、外国証券1,233百万円であります。

　
３．有価証券売却損の内訳は、外国証券1,592百万円であります。

　
４．金銭の信託運用益には、評価損が16,748百万円含まれております。

　
５．金融派生商品費用には、評価益が4,644百万円含まれております。

　
６．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は28百万円、責任
準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は243百万円でありま
す。

　
７．１株当たりの当期純利益は143円90銭であります。
なお、当社は、2015年８月１日付で普通株式１株につき30株の割合で株式分割を行って
おります。
当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額を算定
しております。

８．保険料には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険料が1,322,308百
万円含まれております。

　
９．保険金には、管理機構からの受再保険に関する再保険契約に基づく保険金が7,518,791百
万円含まれております。

　
10．管理機構からの受再保険に関する再保険契約により、受再保険に係る区分で発生した損益
等に基づき、管理機構のため契約者配当準備金へ170,458百万円を繰り入れております。
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11．関連当事者との取引に関する事項は、次のとおりであります。
（１）親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 日本郵政
株式会社

被所有
直接
89％

グループ
運営

役員の兼任

ブランド価
値使用料の
支払
（注１）

3,366 未払金 302

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）当社が日本郵政グループに属することにより利益を享受するブランド価値は

当社の業績に反映されるとの考え方に基づき、当該利益が反映された業績指
標である前事業年度末時点の保有保険契約高に対して、一定の料率を掛けて
算出しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて
おります。

　
（２）同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

日本郵便
株式会社 なし

保険業務
代理店

役員の兼任

代理店業務
に係る委託
手数料の
支払
（注１）

377,955 代理店借 44,593

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）各契約の保険金額及び保険料額に、保険種類ごとに設定した手数料率を乗じ

て算定した募集手数料、保険料の収納や保険金の支払事務など、委託業務ご
とに設定した業務単価に、業務量を乗じて算定した維持集金手数料等を支払
っております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて
おります。
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（株主資本等変動計算書の注記）
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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〈メ モ 欄〉
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